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⑦ プレスリリース記事 

 

 

 

セネガル－日本 

 

保健人材の育成に30億FCFA 

 

 保健予防省と日本の国際協力事業団（JICA）

は９月21日、保健人材育成支援に関する重要

なプロジェクトの実施に関する討議議事録に

署名した。 

 JICAのコミュニケ（公式声明）によれば、

このプロジェクトは11月に５年間の予定で開

始され、30億FCFAに上る資金を投入してセ

ネガルの保健分野における医療人材および医

療補助人材の育成を目的として行われる。統

計によると10万人当たり医師は７人、看護婦

35人である。この人材不足はセネガル国民の

生活レベルの向上にとって大きな問題となっ

ている。 

 調査団の土居眞団長によれば、日本はこの

プロジェクトの開始のために11月より JICA

から専門家（医師、看護士、助産婦．．．）を派

遣する予定である。日本人専門家はENDSS（国

立社会保健開発学校）における初期教育、継

続教育、そして同じくASCの育成の良好な運

営に携わることとなっている。日本での研修

や機材供与もこのプロジェクトの主要なコン

ポーネントである。その上、日本はENDSSの

建設、拡張、機材整備に関する別のプロジェ

クトにも資金援助を行っている。 

 

（ル・ソレイユ紙 ９月25日） 
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⑧ 短期調査団報告書（短期調査M/M（フランス語版）含む） 
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１．短期調査団派遣 
 

１－１ 目 的 

 2001年３～４月の基礎調査で技術協力の可能性と必要性が認められた標記プロジェクトについ

て、①PDM案の策定、②プロジェクト・ドキュメント案の作成、③技術的補足調査（看護教育）

の３点を行う。 

 

１－２ 調査団の構成 

  担当  氏名       所属 

 団長 総  括 清水利恭 国立国際医療センター国際医療協力局派遣第二課 

 団員 看護教育 田村豊光 国立国際医療センター国際医療協力局派遣第二課 

 団員 協力計画 不破直子 国際協力事業団医療協力部医療協力第二課 職員 

 団員 効果分析 池田高治 （株）IC-Net 

 団員 参加型計画 福士恵里香 個人コンサルタント 

 団員 通  訳 関田真理子 フランスより参団 

 

１－３ 調査日程 

 ７月４日（水） 経済財務省（プロ技窓口）、公務労働雇用省（研修員受入窓口）、保健予防

省官房 

 ７月５日（木） ENDSS、保健予防省DERF 

 ７月６日（金） PCMワークショップ 

 ７月７日（土） ENDSSコンボール公衆衛生分校 

 ７月９日（月）～７月12日（木） 

 PCMワークショップ 

 ７月13日（金） M/M署名、日本大使館・JICA事務所報告 

 ７月16日（月）～７月18日（水）：田村、池田、関田団員のみ 

 ENDSS実技視察、DERF、他ドナー（加、EU）追加情報収集 
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１－４　主要面談者

　(1) セネガル側関係者

　　 1）保健予防省（Ministère de la Santé et de la Prévention）

　　　①　官房

　　　　　Seydou Badiane Conseil Technique No.1 第一技術顧問

　　　　　Mamadou Mamoune SEYE Conseil Technique 技術顧問パートナーシップ担当

　　　　　Ousmane SENGHOR Conseil Technique 技術協力担当技術顧問

　　　②　調査・研究・教育局（DERF）

　　　　　Babacar DRAME  Directeur de DERF 局長

　　　　　Bilal COULIBALY Chef de la Division 教育課長

　 Formation

　　　　　Abdou Karim THIAM Division Formation / 継続教育責任者

　 Section Formation

　 Continue

　　　③　PDNS支援・評価局（CAS/PNDS）

　　　　　Birahim DIONGUE Coordonnateur コーディネーター

　　　④　国立保健社会開発学校（ENDSS）

　　　　　Mandiaye LOUME Directeur 校長

　　　　　Amadou Mansour NDAO Surveillant Géneral 事務長

　　　　　Ibrahima GUEYE Directeur, Section de la 継続教育部長

　 Formation Continue

　　　　　Madior DIOP Directeur, Section des 教育・養成部長

　 Etudes, Recherche et

　 Formation

　　　　　Kane DUMAN Chef de l’ENDSS à コンボール分校長

　 Khombole

　　　　　Djibril DIOP Khombole, Section コンボール分校衛生学科長

　 Hygiène

　　　　　Aï ssatou GUEYE NDECKY Chef, Section Sages 助産学科長

　 Femmes

　　　　　Abdourahmane KANE Chef, Section Infirmier 看護学科長

　　　　　Arona SECK Coordinateur, Section 臨床検査学科主任

　 Biologie
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　　　　　Morioma CISSOKHO Coordinateur, Section 画像検査学科主任

　 Imagerie Médicale

　　 2）経済財務省（Ministère de l’Economie et des Finances）

　　　　Daouda DIOP Directeur 経済協力局長

　　　　Jioh Aminate BA Chef de Bureau アジア中東課長

　　 3）公務労働雇用省（Ministère de la Fonction Publique, de l’ Emploi et du Travail）

　　　　Papa Birama THIAM Directeur de l’Assistance 技術協力局長

　 Technique

　　　　Niaye NDIAYE Chef de la Division 技術協力管理課長

　 Gestion de l’Assistance

　 Technique

　(2) 日本側関係者

　　 1）在セネガル日本国大使館

　　　　反町俊哉 二等書記官

　　 2）JICAセネガル事務所

　　　　黒川恒男 所長

　　　　天野真由美 次長

　　　　小森正勝 所員

　　　　Idrissa Doucoure Program Officer
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２．要 約 
 

(1) 基礎調査の結果では、保健省DERF、ENDSSおよび保健省に新設するとされていた地域保健局

の３者の意見により「地方の適切な医療従事者の不足」に対処すべくプロジェクトを形成して

いくことが提案されたが、地域保健局は結局設立されず、近々に予防局を新設して同局に地域

保健事業も担わせていく構想であることが保健予防省より説明があった。 

 大臣、官房長も交替し、予防による健康増進を重視する新大臣の意向を受けて、保健省も保

健予防省と改名された。その他も省内の機構改革が予定されている。 

 

(2) PCMワークショップ 

  保健予防省 官房 技術顧問、ENDSS（校長、教員、学生）、DERFからの参加を得た。PCMワ

ークショップではきわめて活発な議論が展開され、M/Mに示すPDM案が策定された。指標、指

標入手手段、外部条件はR/D時に確定する。 

 

(3) PDM案概要 

  プロジェクト名 

   保健人材養成支援（開発促進）プロジェクト 

  ターゲット・グループ 

   保健従事者（医師、歯科医、薬剤師を除く） 

   地域保健ボランティア（ASC） 

  M/P案概要：（仮訳） 

   上位目標 

    「保健従事者による住民（仏語でclients…直訳は「顧客」）へのケアが向上する」 

     （カードでは「社会保健施設での患者の受入れが改善する」） 

   プロジェクト目標 

    「十分な保健従事者が適正に配置される」 

     （同「規定数に対して十分な社会保健人材が養成される」） 

   成果 

     1）（保健分野の）初期教育を受ける学生が増加する 

        （同「初期教育におけるリクルートの増加」） 

     2）（保健分野の）継続教育の適切なシステムが確立される 

        （同「適切な継続教育システムの設置」） 

     3）十分な数のASCが確保される 

        （同「十分な数の養成されたASC」） 
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(4) プロジェクト内容 

  上記(1)により、地域保健を専任とする保健予防省代表者の参加が得られなかったこと、また、

医療従事者の不足は地方農村部のみに限らず主要都市郊外等でも深刻である現状から、現時点

では特に地域は限定せず、保健従事者の教育（初期教育および継続教育）実施を支援すること

を通じて必要とされる保健従事者を養成していくことがプロジェクト目標として合意された。 

 ・現状では、初期教育はENDSSおよび３校の民間学校が行っている。継続教育はENDSSコンボ

ール分校でも行っているが、主に、保健予防省および各州が複数のドナーの支援を受け単発

的に実施しており、ENDSS本校は今後継続教育においても中核的存在を担う意志を有してい

る。ASCについては養成（数カ月の初期教育）と継続教育共に州レベルで実施しており、教

育に加えてASC離職対策の必要性も指摘されたが、これについてはプロジェクト活動には含

めないこととなった。 

 ・C/PはDERFとENDSS、受益者としてはENDSS以外の民間校も含むこととなる。 

 ・PRSP策定のプロセスは徐々に進められているものの、地方分権の動きについては方向性が定

まらない状況にあるため、将来的にプロジェクト活動として地方展開の可能性は残しながら

も、モデル州の選定等は2年目以降の課題とされた。 

 

(5) R/D 

  ９月の実施協議（R/D）調査団の派遣およびその１カ月強後（10/11月）のプロジェクト開始

について同意を得た。R/D署名の際に確認することとなる、プロジェクト実施にかかるセネガ

ル側負担内容（ローカルコスト、C/Pの配置、専門家特権等）について保健予防省、経済財務

省の内諾を得た。 

 

(6) プロジェクト事務所 

  ENDSS内の旧学生寮棟の提案を受けた。長期専門家各人に１室与えられる予定。メインの事

務所として適当だが、今後、DERF内にも執務スペースを要求する。 

 

(7) その他 

 ・M/Mは先方の依頼で仏文のみで作成した。内容は当方の提示した文案のとおりで、語句の修

正のみ希望された。M/M別添（PDM案、プロジェクト・ドキュメント目次案等）はすべて英

語で作成した。 

 ・PNF中間評価は最終版が完成していないため、現時点での要旨をプロジェクト・ドキュメン

トに盛り込むこととしたい。 
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３．調査結果 
 

３－１ PCMワークショップ 

    ～プロジェクトの計画立案～ 

 (1) ワークショップの目的 

   1）JICAのプロジェクト方式技術協力における、プロジェクト運営管理手法としてのPCM手

法を習得する。 

   2）PCM手法を用いて、セネガルの保健医療分野の人材育成に関する問題点を再確認する 

（地域保健分野も含む）。 

   3）上記の分野におけるセネガルと日本の協力の可能性を検討し、実現可能なプロジェクト

を立案する。 

 

 (2) ワークショップの日程 

   PCMワークショップは、ENDSSの会議室において、2001年７月６日から同年７月12日まで

の日程で実施された。詳細は下表のとおりである。 

 

 9：00～13：00 15：00～17：00 

７/６（金）  
開会の挨拶 
PCMの概要説明 
STEP 1：関係者分析 

７/９（月） 
参加者の自己紹介 
STEP 1：関係者分析  

STEP 1：関係者分析 
 (詳細な関係者分析) 

７/10（火） STEP 2：問題分析 STEP 2：問題分析 

７/11（水） 
STEP 3：目的分析 
STEP 4：プロジェクトの選択 

STEP 5：PDMの作成 

７/12（木） STEP 5：PDMの作成  

  注１）参加者は、できるだけワークショップの全過程に参加する。 
  注２）参加者には、ワークショップの期間中（７/９～７/12）、昼食が提供される。 
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 (3) ワークショップの参加者 

   ワークショップ参加者の総数は30名であった。参加者リストは以下のとおりである。 

Post Name 

MSP/CAB/Technical Counselor/ Cooperation Ousmane Senghor 

MSP/CAB/Technical Counselor/ Partnership Mamadou Mamoune Seye 

MSP/DS/DSSP (Health Dept. PHC Division) Dr. Moussa Diakhate 

DERF/DF /Chief (Training Division) Bilal Coulibaly 

DERF/DF (Training Division) Amadou Fall 

DERF/DF (Training Division) Oumar Sy 

DERF/DF (Training Division) Abdou Karim Thiam 

ENDSS/Director Mandiaye Loume 

ENDSS/SG (Surveillant General) Amadou Mansour Ndao 

ENDSS/ Director, Continuing Training Section Ibrahima Gueye 

ENDSS/ Director, Research & Study Section Madior Diop 

ENDSS/ Khombole, Hygiene Section Djibril Diop 

ENDSS/ Chief, Midwifery Section Aissatou Gueye Ndecky 

ENDSS/ Chief, Nursing Section Abdourahmane Kane 

ENDSS/ Chief, Pharmacy Section Issa Diouf 

ENDSS/ Senior Technician, Odontology Cherif Samba Fall 

ENDSS/ Coordinator, Biology Section Arona Seck 

ENDSS/ Coordinator, Imagery Medicine Section Morioma Cissokho  

ENDSS/ Student, Nursing Section Ibra Ndiaye Seck 

ENDSS/ Student, Midwifery Section Nleye Arame Samba 

ENDSS/ Student, Imagery Medicine Section Moustapha Diop 

ENDSS/ Student, Biology Section Ibrahima Toure 

ENDSS/ President, Student Committee Marieme Sire Diallo 

Embassy of Japan Toshiya SORIMACHI 

JICA/ Leader, Project Planning Team Dr. Toshiyasu SHIMIZU 

JICA/ Member, Project Planning Team Toyomitsu TAMURA 

JICA/ Member, Project Planning Team Naoko FUWA 

JICA/ Member, Project Planning Team Takaharu IKEDA 

JICA/ Interpreter Mariko SEKITA 

JICA/ PCM Moderator Erika FUKUSHI 
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 (4) PCMワークショップの結果 

   1）関係者分析 

    まず、想定されるプロジェクトの枠組みが、以下のようにワークショップの参加者（以

下、「参加者」と表記）によって確認された。 

   【プロジェクトの枠組み】 

    ① 保健分野の人材育成に関する取り組み 

    ② PNFを支援する取り組み 

    ③ ５年間の技術協力 

    ④ 多目的研修棟の建設を含む（日本の無償資金協力による投入） 

    ⑤ 日本における研修員の受入れ：年２～３人を含む（プロジェクト方式技術協力内の

活動） 

    次に、参加者は、想定されるプロジェクトの周辺に存在する人々、グループ、組織をす

べてカードに表記し、その後、それらのカードを以下のカテゴリーに類別した（別添１：「関

係者分析」参照）。 

   【関係者の類別】 

    ・受益者 

    ・実施者 

    ・協力者 

    ・資金負担者 

    ・潜在的反対者 

    第二のステップである問題分析では、「プロジェクトのターゲット・グループの問題は何

か？」を分析する。ターゲット・グループは、「プロジェクトの実施により、最もプラスの

インパクトが与えられる人々」であることから、受益者のなかから選択される。参加者は、

受益者のなかから重要と思われる関係者を選び（以下の７グループ）、これら関係者の問題

を洗い出した（別添２：「重要な関係者の問題」参照）。 

   【重要と思われる関係者】 

    ・ENDSS 

    ・DERF 

    ・セネガル国民 

    ・ASCs 

    ・私立校（パラメディカル養成） 

    ・ENDSSの学生 

    ・パラメディカル 
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     注１）「セネガル国民」のカードは、当初、「ENDSSの学生」やその他のカードで「セ

ネガルの代表」がカバーされているので必要ないという意見が、学生をはじめと

してセネガル側から出されたが、「一部の代表」だけがセネガル国民を指すのでは

ないという日本側の意見が受け入れられ、最終的に「受益者」のなかに加えられた。 

     注２）「パラメディカル」という用語は適切ではないとして、これ以降は、「保健スタ

ッフ（ただし、医師、歯科医師、薬剤師は除く）」と表現することになった。 

   2）問題分析 

    問題分析は、対象地域・分野に現存する問題を、【原因⇔結果】の関係で整理し、わかり

やすいように系図として視覚的に表示する分析作業である。問題分析を始めるにあたって

は、まず、分析の出発点である、「中心問題」を設定する。参加者は、関係者分析において

あげられた、「重要な関係者の問題」を参考にして中心問題を検討し、最終的に、「保健ス

タッフとASCsが不足している」を中心問題として選択した。ここで注目すべき点は、セネ

ガル側の参加者の多くが、「保健スタッフだけでなく、ASCsの不足についても問題分析の

対象としたい」という意見を表明したことである。日本側の参加者もこの意見に同意した。 

 中心問題と直接の関連がある原因（直接原因）は、下図のように６つ選択された。参加

者は、６つの直接原因のさらなる原因をその下に表記するというように、問題系図を発展

させた（別添３：「問題分析」参照）。問題系図を発展させる過程で、参加者は、便宜上、

系図を以下の３つのエリアに分類して分析した。 

    ① 保健スタッフの初期教育に関する問題 

    ② 保健スタッフの継続教育に関する問題 

    ③ ASCsに関する問題 
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   3）目的分析 

    目的分析は、問題が解決された望ましい状態とそれを導くための手段を、【手段⇔目的】

の関係で明らかにし、問題分析と同様に系図の形で整理する作業である。目的系図の作成

は、問題系図をもとに、【原因⇔結果】の関係を示す問題カードを、【手段⇔目的】の関係

の肯定的な内容に書き換えることを通じて行う。この際、参加者は、以下の２点を検討する。 

     ・目的カードの内容は、「現実的か」？ 

     ・目的カードの内容は、「望ましい状態か」？ 

    分析作業において、問題カードから書き換え不能なカードは削除、または、その表現方

法を変え、新たに必要なカードは追加する。このような作業の結果、参加者は目的系図を

完成させた（別添４：「目的分析とプロジェクトの選択」参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   4）プロジェクトの選択 

    プロジェクトの選択では、目的系図の詳細部分を確認しながら、プロジェクトではどの

ようなアプローチをとり、どの範囲を活動対象とするかを決定する。プロジェクトの選択

の際に検討された項目は、前述したプロジェクトの枠組み（投入、活動は除く）の要素も

含め、以下の３点である。 

   ① 政策上の優先度：「保健分野の人材育成に関する取り組み」、「PNFを支援する取り組

み」 

   ② 達成可能性：「５年間の技術協力」、「プロジェクトに投入可能な人材」 

   ③ 自立発展性 

    討議の末、参加者は、目的系図のなかからプロジェクトの範囲を選択して線をひいた。

プロジェクト目標には、中心目的である「能力のある保健人材とASCsが充足される」が選

ばれた。 
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　　　　なお、上記の簡略図で、プロジェクトとして選択された３つの直接手段（網掛けのカー

ド）を達成するための手段（直接手段の下部に位置する）のうち、主にセネガル政府の財

政に関する部分、保健スタッフの給与・労働条件に関する部分、州レベルの教育計画・政

策に関する部分は、現段階ではプロジェクトの範囲からは除外された。一方、「養成され

たASCsが稼働可能な状態にある」の下部にくるカードで、「動機づけのシステムを改善

する」ための手段である、「ASCsの継続教育・再教育が組織される」、「スーパービジョ

ンのシステムが適切になる」は、養成されたASCsが活動を続けるために重要であるとし

て、プロジェクトの内部に取り込まれた（別添４：「目的分析とプロジェクトの選択」参

照）。

　　 5）PDM

　　　　PDMは、プロジェクトの目標、目標の達成度を測る指標、活動、投入、外部条件など

が盛り込まれた、プロジェクトの概要表である。プロジェクト目標として、目的系図の中

心目的である「能力のある保健人材とASCsが充足される」が選ばれ、その達成を測る指

標を検討しながら、より適切な表現に書き換えられた。

　プロジェクト目標→資格のある保健医療職員と有能なASCsが適正に配置される

　また、プロジェクトの目標を達成するための手段として、以下の３つの成果が設定された。

　　　　成果１→初期教育を受ける学生数が増加する

　　　　成果２→適切な継続教育システムが確立される

　　　　成果３→十分な数のASCsが養成される
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    また、プロジェクトの活動、外部条件、ならびに指標は、ワークショップにおける分析

をもとにそれぞれPDMに書き込まれた（別添５：「PDM」参照）。プロジェクト開始後は、

以下の点に留意して活動を実施する。 

    ① PDMの活動欄をもとに、より詳細な活動計画表（Plan of Operations）を作成する。 

    ② 指標のベースライン・データを収集する。 

    ③ 外部条件が満たされるかモニターし、必要な際はプロジェクトのアプローチを変更

する。 

 

３－２ プロジェクト効果分析 

 (1) PRSPと保健政策（プロジェクト・ドキュメント２章） 

  ・PRSPは2001年５月までに、貧困の定義、セネガルの貧困と教育、保健、水供給などとの関

係が分析される段階まで進捗している。また６月には正式に開始を宣言するセミナーが開

かれた。PRSPと分権化促進を支持するEU、カナダなどのドナーも、分権化は今後徐々に進

んでいくと考えている。 

  ・保健予防省組織は常に再構成されている。しかし、PNDSの10年計画に基づいて今後の保健

行政が行われることは間違いないので、PNDSとの整合性に留意すればプロジェクト実施に

大きな問題はないと考えられる。 

  ・プロジェクト目標の達成には、施設への人事配置を管轄しているDAGEと連携をもってい

くことが必要。またそうした局を超えた調整を行うのは、省内各局の活動計画と予算を調

整しているCASの協力が必要である。少なくともこれらの２機関は、調整委員会などを始

めるプロジェクト早期から取り込んでいくことが重要と考えられる。 

  ・CAS/PNDSはPNDSの実施担当として保健予防省官房の直轄に置かれている。毎年の各局へ

の予算配分（７月末ごろ）を、大臣、各局局長、各州代表者による会議で決定し、その後

各局が10月ごろまでに作成する活動計画に基づいて、調整とフォローアップを行う。CAS

ではENDSSの自主財源が減少していることは承知しているが、2003年の日本の無償資金協

力による多目的棟の建設後は、運営管理費の増加が見込まれるため、国の予算を増やす予

定である。 

  ・本年５月に大統領により発表された「プラン・オメガ」の主な内容は以下のようになって

いる。 

    ① 保健インフラ強化（将来的にすべての村に保健ポストを設立し、すべての保健行政

区に２次病院を設立するなど） 

    ② 現在ダカール都市部に集中している保健人材の地方への再配置を促進 

    ③ 近隣国との連携による専門病院の強化 
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　　　資金的な裏づけの伴わないスローガン的なものが多いが、CASではPNDSの後期の指標を

上方修正するなどして、「プラン・オメガ」に対応していく（現在は人口１万人に１つの

保健ポストを目標としているが、それを人口5000人に１つにするなど）。

　　・本年度から教育・保健分野の国家予算は目的別に振り分けるシステムが始まっている。

　(2) DERFとENDSSの組織能力（プロジェクト･ドキュメント４章）

　　 1）DERF

　　　・新規教育では今年の２月のPNF中間評価を受けて、看護婦・助産婦の養成を早急に強

化する。緊急措置としてソーシャル･ワーカー、調剤士、歯科技工士、社会保護士の養

成を止めて、そのスペースで看護婦養成を行うことを計画している。

　　　・新規看護婦養成のパートナーとして民間学校３校（Institut Santé Service、 Ecole Inf. Msg.

Dione à Thies、 Ecole Association Chatholique）による看護婦養成（60～70人/年）を行い、

ENDSSと同一のカリキュラムで、卒業試験を課す（2001年７月に初めての共通卒業試

験が実施された）。

　　　・PNF中間評価に基づき入学資格を高卒に引き上げることや、ENDSSの準備期間の設置

はすでに実施が決まっている。また各コースの人材育成の評価を始める予定である。

　　　・DERFを通しては海外留学している者の職種、研修分野が管理されているのみで、国内

の各州で行われている継続教育のデータは把握されていない状態である。各州で州行

政府やドナーやNGOなどが行う継続教育の把握のための調整を始める動きもない。

　　　・保健情報システムの監督もDERFの担当となっている。各保健ポストが保健センターに

提出し、保健センターがDERFに提出するサービス供給・需要を包括するフォーマット

が決められているが、1996年分の統計が1998年に出版されて以来、情報収集者組合が

ストライキを行っていて、システムが停止している。1999年には質問票による保健状

況調査が行われた（1996年統計、1999年調査レポートを入手）。国勢調査は1998年に予

定されていたが、財務的な原因で実施されず、これから実施することを希望している。

現在は1988年の国勢調査結果に基づいた人口推定を行っている。

　　　・2001年度予算は937百万FCFA（約15億円）であり、そのうち約600百万FCFAは奨学金

事業、約200百万FCFAは調査事業に当てられている。この予算には下記のENDSSへの

国庫予算は含まれていない。

　　 2）ENDSS

　　　・現在常勤職員が39名、非常勤職員260名。毎年必要に応じて常勤、非常勤の募集広告を

出す。

　　　・校長、事務局長、職員、税務署会計官などによる予算管理委員会が６カ月ごとに行われ、
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予算計画の見直しが行われる。 

   ・自主財源の支出は大きいものでは車両修理（2000-2001年で1362万6313FCFA）、臨時教

員の雇用（1056万8000FCFA）、学生の地方実習手当（934万6400FCFA）である。 

   ・国庫予算の最大は講師謝礼金であり、2000年度で4935万1758FCFAと全体の半分弱を占

めている。 

 

 ENDSS自主財源の動向 （単位：FCFA） 

教育年度 収入 支出 残 

1998-1999 75,549,774 70,620,053 4,929,721 

1999-2000 77,919,121 76,320,125 898,996 

2000-2001 61,289,339 61,239,996 49,373 

 

 ENDSS国庫予算の動向 （単位：FCFA） 

会計年度 予算承認額 手形および現金 残 

1999 108,160,000 107,955,161 204,839 

2000 118,127,000 117,946,094 180,906 

 

   ・在庫管理は機材会計係（１名）がインベントリーに基づき７月および10月に稼動状況調

査（新品、使用可能、修理中など）を行い、今後購入の必要なものを調べる。機材点検

は外注している。また大型機械はそれぞれ使用者が管理責任者となり、管理カードを機

材会計係に提出する。 

   ・職員評価は直属の長が、知的適性、専門性、態度などを評価するシステムとなっている。

学生の満足度調査はシステムがなかったが、今年10月からの新学期では実施を予定して

いる。低い評価が3回続くとそのコースは取り止める。 

   ・保健医療人材の養成はすべてモジュール方式（職能として習得が必要な技術をまず決め、

各技術の細目を決定してカリキュラムを構成する方式）が取り入れられている。継続教

育には現在モジュールがないが、正式な教育とするにはモジュールがつくられなければ

ならない。 

   ・UNFPAはENDSSの養成支援を行っている。モジュール・システムのなかで、リプロダク

ティブ・ヘルスに関する新しいモジュールを追加した。また唯一の実習先であるダンテ

ック病院における実習時の調査を行い、実習現場で指導する側の余裕がなく、指導法・

実習目標も確立していないなどの問題を確認し、保健予防省に提言している。 
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 (3) プロジェクトのモニタリング・評価 

   1）上位目標「保健従事者による住民へのケアが向上する」の指標 

    実施協議時に検討。ただし現在は患者への満足度調査や規格評価は体系的に行われてお

らず、プロジェクト開始後データが取れるシステムづくりから始める必要がある。 

   2）プロジェクト目標「資格のある保健医療職員と有能な地域保健ボランティアが、適正に

配置される（十分な保健従事者が適正に配置される）」の指標 

   ① 指標１：「国の規定に合致する能力のある保健人材・施設数の増加（機能している保健

スタッフ/ASCs、及び施設数）」 

    ・ENDSSで確認したところ、現在機能している保健ポストの数は全国で812だが、機能し

ていない数は不明である。またそのうちのどれだけが国の規定に合致する人材が配置

されているかも、各保健ポストからの報告システムが1996年から止まっているため、

把握されていない。 

    ・機能しているASCの数を把握するシステムがない。 

    ・したがってこのデータの収集には少なくとも、「保健情報システムの機能が復帰するこ

と」が必要である。プロジェクトが直接的に支援することは難しいので、来年度保健

情報システムが復帰しない場合、他のデータ収集システム、たとえばサンプル施設・

村のデータを取ることが必要となる。 

   ② 指標２および３：「訓練された保健人材の適正な配置」、「既存の保健施設数に対する、

質量共に保健人材が配置された施設数」 

    ・「適正な配置」には、継続教育を受けているかどうかを考慮するのか、都市・農村の保

健人材格差の是正は含まれるのか、現在の患者数を調べたうえでそれと対応された配

置数を決めるのかなどの点が不明確であり、指標1で十分なら削除の検討も考慮したほ

うがよいと思われる。 

    ・一方、プロジェクト開始後に「社会保健人材の適正な配置計画」の策定に向けて、日

本側、セネガル側の協議が続けられることは、非常に重要と考えられる。 

   3）成果 

   ① 成果１：「初期教育を受ける学生が増加する」 

     指標：「ENDSSの学生数の増加」、「初期教育を行う全校（ENDSSと私立校）の学生総数」、

「初期教育を行う全校（ENDSSと私立校）の年間入学者数」 

    ・現在看護婦、准看護婦以外の民間学校による初期教育は行われていない。また、民間

も含めて看護婦、准看護婦の「初期教育」はDERFで把握されているが、教会系NGO

などで養成している無資格看護者（ブルブテ）は把握していない。プロジェクトでも

無資格看護者は対象とはできないと考えられる。 
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   ② 成果２：「継続教育の適切なシステムが確立される」 

     指標：「継続教育モジュールの公式認定」 

    ・公式認定はENDSS、DERF、ドナーなどによる委員会により作成されたモジュール案を、

正式にDERFが認定することになり、調整委員会の設立、既存の継続教育の調査などを

プロジェクトとして実施する必要がある。しかし、プロジェクト期間内での達成は可

能と考えられる。 

   ③ 成果３：「十分な数のASCが確保される」 

     指標：「プロジェクトの計画に従ったASCs養成の達成率」 

    ・現在機能しているASC数、ASCのいる村などは、中央レベルでまったく把握されておら

ず、プロジェクト開始後にそれらを調べる必要がある。 

    ・プロジェクトで行えるのはASCのモジュール作成支援とASCのトレーナーの養成支援

などであり、実際のASCトレーニングは各州または保健行政区が実施主体となる。現

在の指標は、ASC養成計画が地方との協力のもとにプロジェクト内で策定できること、

かつ実際のASCトレーニング実施にプロジェクトがコミットできることを前提として

いる。 

    ・それが難しい場合には、現在の指標はプロジェクトでコントロールできない要因に大

きく依存しているので、「ASCトレーニング計画が正式に認定される」などの他の指標

への変更が提言される。 

 

３－３ 看護教育専門家報告 

 (1) 調査日程 

   ７月４日(水)～13日(金)  関係各機関訪問、PCMワークショップについては本団に同じ 

   ７月16日(月)       ダカール市内ヘルスセンター（２カ所）訪問調査 

   ７月17日(火)       国立病院におけるENDSS学生の実習状況視察、UNFPA訪問 

   ７月18日(水)       JICAセネガル事務所最終報告 

 

 (2) 調査結果 

   1）ENDSSにおける実習について 

    教育カリキュラム 

     看護士学科（2849時間）…講義43％、実習57％ 

      医学一般（60時間）、看護学（1381時間）、人間科学（56時間）、病理学（405時間）、

母子保健学（428時間）、薬学（96時間）、地域医療（327時間）、管理学（96時間） 

     助産婦学科（3033時間）…講義32％、実習68％ 
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　　　　　　医学一般（142時間）、看護管理学（532時間）、正常分娩（1778時間）、地域医療（275

時間）、病理学（157時間）、管理学（149時間）

　　 2）学内実習と学外実習

　　　　両科共に、具体的な実習カリキュラムは未作成

　　＜ENDSSおよび国立病院における学生実習の調査＞

　　　対象：ENDSS教員および学生、国立病院臨床実習担当者

　　　方法：聞き取り調査

　　　結果：

　　　　・学外実習の手順

　　　　　　①　ENDSSにて実習目標作成

　　　　　　②　実習先選定および研修受入れ依頼

　　　　　　③　臨床実習

　　　　　　④　実習先教官による評価

　　　　　　⑤　実習終了

　　　　・実習目標について

　　　　　　ENDSSが期待する目標を設定し、実習先と協議のうえ実習開始となる。

　　　　・実習先について

　　　　　　臨床実習は、ダカール市内を中心に多くの病院で行われている。

　　　　　　HOPITAL ARISTIDE LE DANTEC, HOPITAL ABASS NDAO, HOPITAL PRINCIPAL,

HOPITAL HOGGY, HOPITAL HALD, HOPITAL FANN, HOPITAL ALBERT ROYER,

GRAND YOFFⅠ, GRAND YOFFⅡ, ASBEF, PMI MEDINA等

特に、助産学科では、Centre de GASPARD, Centre de ROI BAUDOIN, Centre de OUAKAM,

MATERNITE GRAND YOFF, NABIL CHOUCAIR等で実施されている。

また、地域医療実習としてファティック州やカオラック州の保健センターで泊まり込

み実習が行われている。

　　　　・臨床実習について

　　　　　　病院補助医師が指導教官となっており、看護士や助産婦が教えることはない。

また、病院補助医師は看護士や助産婦のほかに医学生や他職種の指導役も担っている。

指導内容は、卒後の実践に必要な技術研修が行われている。

　　　　・実習評価について

　　　　　　学生ごとの実習評価表を用いて、指導教官が評価している。

学生は、評価表をENDSSに提出し、実習終了となる。
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    ・実習指導者会議ほか、ENDSSと実習先の連携について 

      実習指導者会議はない。また、実習期間中の連絡調整は行われていない。 

 

  ＜臨地実習における問題意識の相違＞ 

   ENDSS側…学校側がすべきこと（実習先の選定・目的および目標の設定・各種手続き）は

実施済みのため、現状に問題ない。 

   実習受入側…十分とはいえないが、教育体制が整っているので問題ない。 

   学生側…現状で十分・不十分であるとの相反する意見がある。 

   日本側…ENDSS側と実習受入側の双方に問題がある。また、調整委員会が存在せず、それ

ぞれが独立して教育を行っている。 

   プロ技 → 実習に対する現状および問題の共有から、臨地実習のあり方を検討する。 

 

  ＜卒後継続教育に関するアンケート調査＞ 

   対象：ダカール市内へルスセンターに勤務する看護士（婦）、助産婦 計７名 

   方法：アンケート用紙による聞き取り調査 

   結果：① 受講の有無には地域格差がある（地方、特に地方県都以外に配属されている職

員の受講機会が少ない）。 

      ② 受講回数にも個人差がある（数回から数十回まで、多様である）。 

      ③ 国際機関や各国ドナーは独自の教育機会を提供している。 

      ④ 受講意欲はあるが、交代人員や交通費の不足が受講時の問題である。 

   考察：教育機会を公平に提供すべく管理監督する義務をもつ、保健予防省DERFは、この現

状を把握していない。要するに、中央政府は卒後教育の政策（PNFに含まれる）実

行に関する発言権がない（地方分権の名のもとに、州医務局にその管理運営を委託

している）。 

   プロ技 → 卒後教育の全体調整、教育モデュールの標準化、必要な機材の供与 

 

３－４ 助産教育専門家報告 

 (1) 調査日程（本団と別日程のみ記載：実施協議調査団と同時期に実施） 

   ９月18日(火)  ENDSS校内視察 

   ９月20日(木)  ダンテック病院産科病棟、クリニック・マドレーヌ（私立）視察 

   ９月24日(月)  （移動）ダカール→ティバワンヌ（ティエス州）保健センター２カ所、 

           保健ポスト視察→ティエス 

   ９月25日(火)  ティエス州立病院、ティエス第10保健センター視察 
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   ９月26日(水)  タタギンヌ（ファティック州）保健センター視察 →ダカール 

   ９月27日(木)  資料整理 

   ９月28日(金)  ダカール市内保健センター視察 

           JICAセネガル事務所報告  ダカール発 

   ９月29日(土)  パリ着 パリ発 

   ９月30日(日)  成田着 

 

 (2) 調査結果 

   1）ENDSS学外実習の現状に関しての関係者からの聞き取り調査 

（助産学科長が休暇中のため学内実習に関しての聞き取り調査は行えず） 

    対象：臨地実習担当者 

    方法：聞き取り調査 

    結果：実習終了時の学生の到達目標は実習先の責任者には通知されているが、実際に学

生を指導する現場レベルに届いていない。また、実習病院のスタッフ数が不足し

ているため、学生の実習態度を常に監督・指導することができず、３年生にもな

ると学生が１人で正常分娩を扱うことも少なくない。理論を実践で検証するとい

う教育機能が十分に果たされていなく、現場任せ、学生が見て真似る、労働力と

いう感じで行われている。実習先での指導体制が不十分であり、ENDSSと実習現

場との調整も不足していると思われる。 

    対策：① 学外実習手法を見直すと同時に、学内実習をより実践的な教育内容とするよ

うに教育手法を検討 

       ② 実習先施設の指導者のトレーニング 

       ③ 新設の母子保健クリニックでは、助産婦の役割、ここで学生は何を学ぶかを

明確にして、教育色目的のクリニックとして機能するよう運営・管理を策定 

   2）各医療レベルの保健施設を訪問し、現任助産婦が行うサービスの質の現状調査 

    対象：ダカール、ティエス、ティバワンヌ、タタギンヌの保健施設に勤務する助産婦、

看護婦など分娩業務に従事するスタッフ 

    方法：観察 

    結果：保健施設内で公式な現任教育は行われていなかったが、スタッフの質の管理は助

産婦（長）の指導・監督力の差異が大きく影響していると思われる。 

    対策：継続教育として産科部門の責任者へのトレーニングが必要。 
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   3）各医療レベルの保健施設を訪問し、助産婦への継続教育の現状について聞き取り調査 

    対象：ダカール、ティエス、ティバワンヌ、タタギンヌの保健施設に勤務する助産婦計

９名 

    方法：聞き取り調査 

    結果：助産婦への継続教育（セミナー）はNGO主催などで、さまざまなテーマで実施さ

れている。保健予防省主催のものは少ない。助産婦以外の保健スタッフが母子保

健関係の継続教育を受ける機会がない。実施機関同士の調整がなく行われている

（テーマの偏り/周産期ケアに関しては家族計画に偏りがち、受講機会の地域格差

など）。 

    対策：継続的に時代のニーズに対応したテーマでの継続教育が企画・運営・評価・フィ

ードバックされるシステムが必要。 
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